（消費税廃止各界連）2018年5月　宣伝スポット（参考例）
◆ご近所のみなさん、ご通行中のみなさん。私たちは、労働組合や女性・業者など市民団体、政党でつくる消費税廃止各界連絡会です。くらしと地域経済を壊す消費税10％大増税はキッパリ中止させましょう。
◆安倍内閣は、国民の共有財産である国有地や血税を何と軽視しているのでしょう。「森友疑惑」「加計問題」への安倍晋三夫妻の関与疑惑、公文書改ざんなどは大問題です。それにもかかわらず、誠意のない対応で幕引きを図るなど言語道断です。徹底究明を求めます。
◆政府のやりたい放題の一方、私たちの暮らし、地域経済は、大変深刻です。増税と社会保障費負担増、賃金低下、物価上昇の三重苦で展望が見えません。しかし政府は、来年10月の消費税率10％への引き上げをあくまで行う姿勢です。10％増税で、一世帯当たり6.2万円の負担増となり景気をさらに冷やすのは明白で、くらしも地域経済も大変になります。自民党の衆参若手議員でつくる勉強会が、消費税率10％への引上げ凍結、20兆円超の景気対策を求める提言書をまとめるなど、与党内からも憂慮の声が出ています。
◆そもそも消費税は、「社会保障のために使う」といって導入されました。5％から８％に上がる時も、政府は、「消費税率の引き上げ分は全額、社会保障の充実の安定のために使う」と言って、国民に増税を呑ませてきました。ではみなさん、本当に社会保障は良くなっているでしょうか。医療費では、導入前には1割だったサラリーマン本人の窓口負担は3割になっています。年金制度では、導入前は60歳からの支給で、国民年金保険料は月7700円でした。今は65歳からの支給で、保険料は月額16,490円です。社会保障制度が良くなるどころか、重い負担となってのしかかっています。ところが、経済同友会代表幹事の小林喜光・三菱ケミカルホールディングス社長は4月26日、報道各社の共同インタビューで、社会保障の財源に消費税を充てるために、2025年には消費税率14％程度、将来的には税率17％ぐらい必要だという趣旨の発言をしています。とんでもありません。　
◆私たちは、税金の集め方、使い方を憲法の理念にそって是正すべきと考えています。「能力に応じて税金を集める」という憲法の理念に基づき、大儲けしている大企業や、年収1億円以上の富裕層や大企業に応分の税負担を求めるべきです。そして、「国民のくらし、福祉、教育を優先する」という憲法の理念に沿って見直し、5兆円を超える防衛費や、不要不急の大型公共工事、政党助成金などの無駄遣いを改めれば財源は生まれます。
◆消費税は、稀代の悪税・欠陥税制です。消費税は、景気を冷え込ませ、所得の少ない人ほど負担が重い税金です。消費税は、輸出戻し税制度や、正社員をリストラし、派遣やパート労働に置き換えることで消費税を減らせるなど、大企業の優遇につながる不公平な税金です。一方中小企業にとっては、経営が赤字でも消費税を払わなければならない営業破壊税です。結果として、膨大な滞納を招くことになり、財政健全化にはつながりません。
そもそも消費税は、戦争の際に戦費を調達する税制度として考えられたのがその成り立ちです。今でも5兆円を超える防衛費を、自民党はもう5兆円増やし、対GDP比2％にしたいといっています。その財源は、消費税大増税しか考えられません。
◆増税をやめてほしいという願いは、憲法を守り・生かし、平和な日本を築くことと固く結びついています。憲法を変えて、戦争する国づくりは、必ず庶民大増税を招きます。2019年10月からの消費税増税をストップさせれば、政府にとって３度目の増税断念となり、消費税に頼らない財源づくりに向かう道が開かれます。私たちは消費税増税の中止を求める請願署名を集めていますが、消費税が8％になって以降、国会には1046万9千人分を超える増税中止を求める請願署名が提出されています。戦争しない、豊かな国づくりへご一緒に声をあげましょう。消費税10％大増税も改憲もストップさせましょう。
